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特別会計予算

予 算 に 関 す る 説 明 書
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予 定 額 備　　　　　　考

千円

公共下水道事
業収益。。。

1 事 業 収 益 42,403,594

1 下水道使用料 22,954,971

2 他会計負担金 18,810,907 一般会計雨水処理負担金等

その他事業収
益

2 事業外収 益 7,902,809

1 受 取 利 息 1,411 預金利息等

2 他会計負担金 446,093
一般会計臨時財政特例債等
負担金

3 国 庫 補 助 金 3,400 雨水貯留施設等設置補助金

4 府 補 助 金 1,200 雨水貯留施設設置補助金

長期前受金戻 償却資産取得のための財源
入益。。。。 とした補助金等の収益化額

6 雑 収 益 111,186

3 特 別 利 益 115,597

固定資産売却
益

元六孫資材管理棟用地の売
払いに伴う固定資産売却益

令和6年度京都市公共下水道事業特別会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

款 項 目

1 50,422,000

3 637,716 浄水場排水処理負担金等

5 7,339,519

1 115,597
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予 定 額 備　　　　　　考

千円

公共下水道事
業費用。。。

1 事 業 費 用 43,057,185

1 下水道維持費 2,629,584
下水道管路及びポンプ場維
持管理に要する経費

2 下 水 処 理 費 9,936,497
下水処理施設の運営に要す
る経費

3 業 務 費 1,353,809 使用料収納等に要する経費

水洗便所普及
対策費。。。

5 総 係 費 1,299,136
事業活動の全般に関連する
経費

6 減 価 償 却 費 26,922,752 償却資産減価償却費

7 資 産 減 耗 費 781,334 固定資産除却費

2 事業外費 用 3,997,815

支払利息及び
企業債取扱諸
費。。。。。

2 雑 支 出 10,472

消費税及び地
方消費税。。

4 134,073 水洗便所普及に要する経費

1 2,551,095
企業債等利息及び企業債取
扱諸費

3 1,436,248

支　　　　出

款 項 目

1 47,055,000
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予 定 額 備　　　　　　考

千円

公共下水道事
業資本的収入

1 企 業 債 11,660,000

1 建 設 企 業 債 11,660,000
公共下水道建設改良費等公
債収入

2 国庫補助 金 3,796,600

1 国 庫 補 助 金 3,796,600

3 工事負担 金 427,793

1 工 事 負 担 金 427,793
取付管新設に伴う工事負担
金収入

その他資本的
収入

その他資本的
収入。。。。

水洗便所築造
工事資金貸付
事業資本的収
入 。 。 。 。

1 貸付金回収金 21,400

1 貸付金回収金 21,400

15,907,000

1 457

資本的収入及び支出

収　　　　入

款

2 21,400

計

4 分 担 金 750

1 分 担 金 750
下水道接続に係る分担金収
入

5 457

目

1 15,885,600

項
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予 定 額 備　　　　　　考

千円

公共下水道事
業資本的支出

1 建設改良 費 20,321,009

1 建 設 改 良 費 19,877,712 公共下水道整備事業費等

流域下水道建
設分担金。。

広域処分場建
設分担金。。

リース資産購
入費。。。。

2 企業債償還金 18,019,961

建設企業債償
還金。。。。

資本費平準化
債償還金。。

資本費平準化
債償還積立金

水洗便所築造
工事資金貸付
事業資本的支
出 。 。 。 。

1 貸 付 金 21,400

1 貸 付 金 21,400

 

38,479,000計

3 投 資 116,630

1 基 金 造 成 費 116,630

2 21,400

3 5,727

4 129,821

公共下水道事業基金積立金

1 16,451,960 建設企業債元金償還金

2 27,863

3 1,540,138

支　　　　出

款 項 目

1 38,457,600

2 307,749
桂川右岸及び木津川流域下
水道建設分担金
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単位 　千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△純損失） 3,367,000

減価償却費 26,922,752

固定資産除却費 781,334

引当金の増減額（△は減少） 114,361

長期前受金戻入益 △ 7,339,519

受取利息 △ 1,411

支払利息及び企業債取扱諸費 2,548,518

固定資産売却益 △ 115,597

未収金の増減額（△は増加） 11,647

未払金の増減額（△は減少） 107,987

小計 26,397,072

利息の受取額 1,411

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 2,561,618

業務活動によるキャッシュ・フロー 23,836,865

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 18,303,214

有形固定資産の売却による収入 116,054

無形固定資産の取得による支出 △ 345,630

国庫補助金による収入 3,796,600

工事負担金による収入 388,903

分担金による収入 750

基金の造成による支出 △ 116,630

水洗便所築造工事資金貸付けの返済による収入 21,400

水洗便所築造工事資金貸付けによる支出 △ 21,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 14,463,167

令和6年度京都市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 11,660,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 16,719,823

ＰＦＩ債務の償還による支出 △ 177,712

リース債務の償還による支出 △ 129,821

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 5,367,356

資金増加額（又は減少額） 4,006,342

資金期首残高 14,506,178

資金期末残高 18,512,520
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 １　総　　　括

住居手当

千円

34,241

34,915

△674

　２　退職給付費は、退職給付引当金繰入額及び雨水処理に要する経費として、一般会計が

　　負担する退職手当の合計額である。

千円 千円

― 528 2,078,804 2,059,731 4,138,535

給　与　費　明　細　書

区  分
職 員 数 給 与 費 法    定

福 利 費
合 計

特別職 一般職 給 料 手 当

1,783,951 3,856,430

計

本 年 度
人 人 千円 千円 千円

71,209本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円

80,845

800,439 4,938,974

788,485 4,644,915

比　　較 ― △5 6,325 275,780 282,105 11,954 294,059

前 年 度 ― 533 2,072,479

44,003 △9,636

前 年 度 54,890 210,594 224,827 32,793 871,130

注１　会計年度任用職員を含む。

　２　給与費の手当及び法定福利費については、賞与引当金繰入額を含む。

手

当

の

内

訳

区　分 扶養手当 地域手当
超過勤務
手    当

特殊勤務
手    当

期末手当 通勤手当

千円

56,338 215,780 226,865 32,021 915,133

393

区　分
退　　職
給 付 費

管 理 職
手　  当

管理職員特
別勤務手当

休日勤務
手    当

6,986

比　  較 1,448 5,186 2,038 △772

13 △93 △178

注１　期末手当については、賞与引当金繰入額を含む。

29,207

前 年 度 206,628 30,485 380 7,079 29,385

手

当

の

内

訳 比　  較 234,185 260

夜間勤務
手    当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円

440,813 30,745
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一般職職員1人当たり給与費の状況

千円

注　会計年度任用職員及び臨時的任用職員を除く。

   　２　給料及び手当の増減額の明細

区 分

千円 　

給 料 1 給与改定に伴う増△減分 19,965     給与改定の状況

　月例給の引上げ　平均0.95％

　　 (令和5年4月から適用）

　期末手当の引上げ　0.10月

　　 (令和5年12月から適用）

2 昇給に伴う増△減分 17,855 平均昇給率

（昇給期）

3 その他の増△減分 △31,510 職員数の異動状況

( )

本年度 426 人 人 人

前年度 439 人 人 人

増△減 △13 人 人 人

手 当 61,615

2 その他の増△減分 214,146

注　特別職を除く。

区 分 1 人 当 た り 給 与 費

本 年 度 7,212

前 年 度 7,085

増△減額 増 減 事 由 別 内 訳 備 考

千円

6,310

1.5%

（職員数）

1月 343人

現に在職す
る職員数

(その他) (計)

102 528

94 533

8 △5

275,761 1 給与改定に伴う増△減分



公共下水道　9 

  ３　給料及び手当の状況

   (1)　平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢

(2)　初任給

(3)　級別職員数

構成比

％

68.8

19.6

11.6

100.0

区 分
事務・技術 そ の 他

上下水道局 上下水道局

企業職給料表 企業職給料表

円

447,317 533,067

平 均 年 齢
歳 歳

44

平均給与月額
円

49

令 和 5 年
1月1日現在

平均給料月額
円 円

335,552 339,692

令 和 6 年
1月1日現在

平均給料月額
円 円

348,552 345,470

平 均 年 齢
歳 歳

44 50

平均給与月額
円 円

432,846 527,578

(行政職)

令 和 6 年
1月1日現在

中級18歳
円 円 円

区 分 事 務 技 術
一般会計の制度

事 務 技 術上下水道局 上下水道局

企業職給料表 企業職給料表

円

162,100

72.2

計 115 100.0 計

166,500 162,100 166,700

上級22歳 198,000 203,400 198,000 203,300

区 分

上下水道局企業職給料表

指　定　職　員 一　般　職　員

級 職員数 構成比 級 職員数

311

214

6 〃 3 2.6 2 〃 61
令 和 6 年
1月1日現在

人 ％ 人

7 級 1 0.9 3 級

5 〃 28 24.3 1 〃 36

4 〃 83
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構成比

％

69.7

19.6

10.7

100.0

(級別の基準となる職務)

(4)　特殊勤務手当

区 分

上下水道局企業職給料表

指　定　職　員 一　般　職　員

級 職員数 構成比 級 職員数

人

8 級 1 0.9 3 級 228

令 和 5 年
1月1日現在

人 ％

7 〃 3 2.6 2 〃

計 112 100.0 計

64

5 〃 17 15.2

6 〃 28 25.0 1 〃 35

327

4 〃 63 56.3

区 分 7 級 6 級 5 級 4 級

係　  　 長

技  術  長 担 当 部 長 担 当 課 長 担 当 係 長

主　　　事 係　　　員 係　　　員

区 分 全 職 種 事務・技術 そ の 他

上 下 水 道 局
企 業 職 給 料 表

次　    長 部　 　  長 課　  　 長

3 級 2 級 1 級

給料総額に対する比率
％ ％ ％

1.5 1.1 3.3

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(令和6年1月1日現在)

％ ％ ％

48.7 37.2 100.0

代表的な手当の名称 特異性手当、能率手当

支給対象職員1人当たり平
均支給月額

円 円 円

12,199 11,759 12,932
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(5)　期末手当

注　前年度の（　）内は、令和５年度給与改定前の支給率等である。

(6)　定年退職及び特例退職に係る退職手当

備 考

(7)　その他の手当

注　「３　給料及び手当の状況」については、特別職、再任用職員、会計年度任用職員

　及び臨時的任用職員を除く。

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置

備 考
6 月 12 月

本 年 度
月分 月分 月分

有2.25 2.25 4.5

前 年 度 2.2(2.2) 2.3(2.2) 4.5(4.4) 有(有)

そ の 他 の
加 算 措 置

一般会計の制度 2.25 2.25 4.5 有 勤勉手当を含む。

区　　　分
25年勤続
の者

30年勤続
の者

35年勤続
の者

最 高 限 度

33.584875 41.117875 47.709

 一般会計の
 制度
（支給率等）

33.584875 41.117875 47.709 35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

支 給 率 等

月分 月分 月分

35年勤続の率
定年前早期退職特例措置
（20％以内の加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 一般会計と同じ ―

住　居　手　当 同　　上 ―

地　域　手　当 同　　上 ―

通　勤　手　当 同　　上 ―
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期 間 金 額 期 間 金 額
公共下水道
事 業 収 益

千円 千円 千円 千円

27,000,000

令和2年度
から
令和5年度
まで

14,000,000

令和6年度
から
令和9年度
まで

13,000,000 0

8,000,000
令和4年度
及び
令和5年度

4,000,000

令和6年度
から
令和9年度
まで

4,000,000 0

15,000,000 令和5年度 0

令和6年度
から
令和8年度
まで

15,000,000 0

18,000,000 ― ―

令和6年度
から
令和9年度
まで

18,000,000 0

11,000,000

平成29年度
から
令和5年度
まで

5,716,250

令和6年度
から
令和22年度
まで

5,283,750 5,230,150

222,000

令和3年度
から
令和5年度
まで

0

令和6年度
から
令和22年度
まで

222,000 159,000

南部拠点
整備事業

9,600,000

令和元年度
から
令和5年度
まで

3,872,478

令和6年度
から
令和20年度
まで

5,727,522 2,367,498

130,000 令和5年度 0 令和6年度 130,000 0

110,000 ― ―
令和6年度
及び
令和7年度

110,000 0

公用車
リース

338,000

令和2年度
から
令和5年度
まで

124,645

令和6年度
から
令和9年度
まで

213,355 4,416

15,000,000

公共下水
道整備事
業

下水汚泥
固形燃料
化事業

諸施設整
備

左 の 財 源 内 訳

千円

13,000,000

4,000,000

53,600

3,360,024

18,000,000

63,000

110,000

国 。 。 庫
補 助 金 等

債務負担行為に関する調書

当該年度以降の支払義

限 度 額
務発生（見込）額。。

事 項
務発生予定額。。。。

前年度末までの支払義

130,000

208,939
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期 間 金 額 期 間 金 額
公共下水道
事 業 収 益

千円 千円 千円 千円

200,000 令和5年度 0 令和6年度 200,000 200,000

200,000 ― ―
令和6年度
及び
令和7年度

200,000 200,000

1,315,000

令和2年度
から
令和5年度
まで

1,270,489 令和6年度 44,511 44,511

5,351,000

令和3年度
から
令和5年度
まで

2,677,520 令和6年度 2,673,480 2,555,572

643,000
令和4年度
及び
令和5年度

199,320
令和6年度
及び
令和7年度

443,680 443,680

2,061,000 令和5年度 0

令和6年度
から
令和9年度
まで

2,061,000 2,061,000

7,201,000 ― ―

令和6年度
から
令和13年度
まで

7,201,000 6,552,000

0

0

千円

左 の 財 源 内 訳

0

施設運転
管理等業
務

649,000

事 項 限 度 額

前年度末までの支払義 当該年度以降の支払義

0

117,908

0

務発生（見込）額。。 務発生予定額。。。。

国 。 。 庫
補 助 金 等

諸施設修
繕
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令和6年度京都市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

１  

(1)

ア 29,218,524

イ 63,936,442

△ 42,462,173 21,474,269

ウ 1,099,495,830

△ 612,685,888 486,809,942

エ 237,786,264

△ 158,231,712 79,554,552

オ 39,648

△ 29,560 10,088

△ 532,909 309,626

キ 781,330

△ 456,289 325,041

ク 25,245,123

642,947,165

(2)

ア 5,499,761

イ 16,524

ウ 266,655

エ 35,131

5,818,071

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

無形固定資産合計

有形固定資産

土 地

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

カ

単位　  千円

固 定 資 産

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

工具、器具及び
842,535

有形固定資産合計

リ ー ス 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

建 設 仮 勘 定

備品。。。。。

減価償却累計額

減価償却累計額

電 話 加 入 権

減価償却累計額

無形固定資産

施 設 利 用 権
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ア 12,707

イ 37,250

ウ 1,547,767

エ 2,959

△ 2,959 0

２  

(1) 18,512,520

(2) 3,004,999

△ 3,548 3,001,451

(3) 13,634

(4) 100,000

(5) 1,142,885

(6) 7

負　　　債　　　の　　　部

３  

(1) 219,757,416

(3) 2,564,702

(4) 265,763

(5)

ア 2,470,329

イ 523,404

2,993,733

投資その他の資
産。。。。。。

長 期 貸 付 金

出 資 金

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

企業債償還積立

固 定 負 債

未 収 収 益

貸 倒 引 当 金

保管有価証券

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

未 収 金

流 動 資 産

(3)

650,362,960

1,597,724
投資その他の資産
合計。。。。。。

貯 蔵 品

673,133,457

企 業 債

金。。。。。。

22,770,497

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

固 定 負 債 合 計

3,942,807

引 当 金

229,524,421

現 金 預 金

流 動 資 産 合 計

(2)
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４  

(1) 16,885,900

(3) 180,023

(4) 129,791

(5) 9,102,248

(6) 159,670

(7) 270,883

(8) 152,307

(9) 100,000

(10)

ア 349,878 349,878

５  

(1) 377,326,421

(2) △ 227,181,196

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

収益化累計額

預 り 金

金。。。。。。

預り有価証券

Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

150,145,225

407,160,346

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

160,000

27,490,700

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

企業債償還積立

リ ー ス 債 務

(2)
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資　　　本　　　の　　　部

６  

(1) 246,981,279

７  

(1)

ア 2,785,776

イ 5,456,511

8,603,260

(2)

イ 7,021,284 10,388,572

資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

剰 余 金

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

国 庫 補 助 金

673,133,457

ウ

負 債 資 本 合 計

ア
当年度未処分利

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

その他資本剰余
金。。。。。。

360,973

18,991,832

265,973,111

3,367,288
益剰余金。。。

建設改良積立金

246,981,279
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　 令和5年度京都市公共下水道事業予定損益計算書　　 

　

単位 　 千円

(1) 20,805,117

(2) 18,705,493

(3) 631,955 40,142,565

(1) 2,262,376

(2) 8,894,038

(3) 1,224,656

(5) 1,029,905

(6) 26,888,322

(7) 872,406 41,285,411

(1) 856

(2) 413,414

(3) 2,561

(4) 939

 (6) 104,540 7,827,667

(2) 343,367 3,021,516

経 常 利 益 3,663,305

 (1)
支払利息及び企

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)　　　

7,305,357
益。。。。。。

113,708
策費

 (4)

１ 事 業 収 益

下 水道使用料

他 会計負担金

その他事業収益

２ 事 業 費 用

下 水道維持費

３ 事 業 外 収 益

下 水 処 理 費

業 務 費

水洗便所普及対

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

事 業 損 失

４ 事 業 外 費 用

府 補 助 金

 (5)
長期前受金戻入

雑 収 益

2,678,149
業債取扱諸費。

雑 支 出 4,806,151

1,142,846

受 取 利 息

他 会計負担金

国 庫 補 助 金
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(1) 999,498 999,498

前年度繰越利益剰余金

５ 特 別 損 失

減 損 損 失 △ 999,498

当 年 度 純 利 益 2,663,807

当年度未処分利益剰余金

2,000,000

4,663,807
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令和5年度京都市公共下水道事業予定貸借対照表

（令和6年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

１  

(1)

ア 29,171,353

イ 63,710,805

△ 41,499,068 22,211,737

ウ 1,091,672,971

△ 593,611,578 498,061,393

エ 239,437,126

△ 158,559,266 80,877,860

オ 37,570

△ 34,260 3,310

△ 485,871 221,273

キ 597,429

△ 352,314 245,115

ク 20,093,290

650,885,331

(2)

ア 5,481,125

イ 16,524

ウ 776

エ 255,622

オ 48,582

5,802,629

単位　  千円

固 定 資 産

有形固定資産

土 地

建 物

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

リ ー ス 資 産

無形固定資産合計

ソ フ ト ウ ェ ア

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

カ
工具、器具及び

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

707,144
備品。。。。。

減価償却累計額

地 上 権
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ア 12,707

イ 37,250

ウ 1,431,137

エ 2,910

△ 2,910 0

２  

(1) 14,505,178

(2) 3,004,999

△ 3,553 3,001,446

(3) 13,634

(4) 100,000

(5) 1,142,885

(6) 7

負　　　債　　　の　　　部

３  

(1) 226,287,052

(3) 2,744,725

(4) 217,944

(5)

ア 2,360,718

イ 523,404

2,884,122

流 動 資 産

現 金 預 金

(3)
投資その他の資
産

長 期 貸 付 金

出 資 金

基 金

破産更生債権等

貸 倒 引 当 金

1,481,094

2,562,669

リ ー ス 債 務

企 業 債

資 産 合 計

Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

676,932,204

固 定 負 債

保管有価証券

前 払 金

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計 18,763,150

658,169,054

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

合計。。。。。。
投資その他の資産

固 定 資 産 合 計

企業債償還積立
金

固 定 負 債 合 計 234,696,512

引 当 金

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

(2)
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４  

(1) 16,460,845

(3) 177,712

(4) 105,139

(5) 9,000,000

(6) 172,770

(7) 270,883

(8) 152,307

(9) 100,000

(10)

ア 334,995 334,995

５  

(1) 376,706,794

(2) △ 223,887,986

240,000

リ ー ス 債 務

Ｐ Ｆ Ｉ 債 務

企業債償還積立
金

流 動 負 債

企 業 債

27,014,651

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収益化累計額

繰 延 収 益 合 計 152,818,808

負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

預り有価証券

引 当 金

414,529,971

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

(2)
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資　　　本　　　の　　　部

６  

(1) 244,972,029

７  

(1)

ア 2,785,776

イ 5,410,549

8,557,298

(2)

イ 4,209,099 8,872,906

負 債 資 本 合 計 676,932,204

利 益 剰 余 金

ア
当年度未処分利

4,663,807
益剰余金。。。

資 本 合 計 262,402,233

剰 余 金 合 計 17,430,204

建設改良積立金

244,972,029

ウ
その他資本剰余

360,973
金。。。。。。

受贈財産評価額

資 本 金

資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
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１　重要な会計方針に関する注記

 (1)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　移動平均法による原価法による。

 (2)　固定資産の減価償却方法

　　ア　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　(ｱ) 減価償却の方法　定額法による。

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　　35～60年

　　　　　機械及び装置　　　　　  10～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　 　　2～ 7年

　　　　　工具、器具及び備品    　 5～20年

　　イ　無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　(ｱ) 減価償却の方法　定額法による。

　　　(ｲ) 主な耐用年数

　　　　　施設利用権　　　　　　　15～31年

　　　　　地上権　　　　　　　 　　　　5年

　　　　　ソフトウェア　　　　　　 　　5年

　　ウ　リース資産

　　　(ｱ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を0とする定額法による。

 (3)　引当金の計上方法

　　ア　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、各年度在籍職員に係る退職手当の期末要支給

　　　額に相当する金額をそれぞれ計上している。

　　　　なお、雨水処理に要する経費として、一般会計が負担すると見込まれる額

　　　（令和5年度1,080,562千円、令和6年度1,130,734千円）を除いている。

　　イ　賞与引当金

　　　　職員の期末手当の支給及び期末手当に係る法定福利費の支払に備えるため、各年

注　　記
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　　　度末における支給（支払）見込額に基づき、各年度の負担に属する額（12月から3月

　　　までの4か月分）をそれぞれ計上している。

　　ウ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 (4)　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　重要な非資金取引

　　令和6年度において、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産の額は

　183,901千円で、負債の額は202,292千円である。 

３　予定貸借対照表等に関する注記

　　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　貸借対照表に計上されている企業債（各年度末日の翌日から起算して1年以内に償還

　予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、令和5年度は

　153,997,882千円、令和6年度は151,091,997千円である。

４　セグメント情報に関する注記

 (1)　報告セグメントの概要

　　　公共下水道事業特別会計は、汚水処理事業及び雨水処理事業を実施しており、汚水処

　　理に要する経費は下水道使用料により、雨水処理に要する経費は一般会計からの負担金

　　により賄われていることから、汚水処理事業及び雨水処理事業の2つの事業を報告セグ

　　メントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。

セグメント区分 　事業の内容

汚水処理 家庭汚水、工場廃液等の処理

雨水処理 雨水の処理
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 (2)　報告セグメントごとの事業収益等

　　　令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

（単位　千円）

汚水処理 雨水処理 その他

 事業収益 21,446,509 18,211,086 484,970

 事業費用 20,758,226 20,070,565 456,620

 事業損益 688,283 △ 1,859,479 28,350

 経常損益 3,192,157 471,148 0

 セグメント資産 283,827,317 390,914,291 2,190,596

 セグメント負債 169,854,686 242,484,689 2,190,596

 その他の項目

 他会計負担金 443,253 18,211,086 464,568

 減価償却費等 11,604,515 16,063,356 92,857

 長期前受金戻入益 3,074,413 4,230,944 0

 支払利息等 1,046,905 1,585,200 46,044

注　「その他」の区分には、報告セグメントに含まれない項目を計上している。

　　　令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

（単位　千円）

汚水処理 雨水処理 その他

 事業収益 23,605,937 18,317,369 480,288

 事業費用 22,000,566 20,587,262 469,357

 事業損益 1,605,371 △ 2,269,893 10,931

 経常損益 2,771,944 479,459 0

 セグメント資産 282,160,245 388,823,084 2,150,128

 セグメント負債 167,085,992 237,924,226 2,150,128

 その他の項目

 他会計負担金 478,855 18,317,369 460,776

 減価償却費等 11,601,673 16,022,497 79,916

 長期前受金戻入益 3,072,941 4,266,578 0

 支払利息等 997,334 1,513,938 39,823

注　「その他」の区分には、報告セグメントに含まれない項目を計上している。

673,133,457

407,160,346

2,678,149

△ 653,591

3,251,403

合計

42,403,594

43,057,185

合計

40,142,565

41,285,411

△ 1,142,846

3,663,305

676,932,204

414,529,971

19,118,907

27,760,728

7,305,357

19,257,000

27,704,086

7,339,519

2,551,095
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５　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　  リース取引の処理方法

　　リース料総額が300万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買

　取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　なお、リース資産総額に重要性が乏しいと認められるため、所有権移転外ファイナン

　ス・リース取引については、固定資産計上時に利息相当額を控除しないこととしている。

６　その他の注記

 (1)　退職給付引当金の取崩し

　　　退職手当として、令和5年度に123,465千円を支給する予定のため、雨水処理に要す

　　る経費として、一般会計が負担すると見込まれる38,768千円を除き、退職給付引当金

　　を84,697千円取り崩すこととしている。

　　　令和6年度において、331,202千円を支給する予定のため、雨水処理に要する経費と

　　して、一般会計が負担すると見込まれる103,997千円を除き、退職給付引当金を227,205

　　千円取り崩すこととしている。

 (2)　賞与引当金の取崩し

　　  期末手当及び期末手当に係る法定福利費として、令和5年度に1,005,420千円、令和

　　6年度に1,010,999千円を支給（支払）する予定のため、賞与引当金を令和5年度に

　　330,220千円、令和6年度に334,995千円取り崩すこととしている。

 (3)　貸倒引当金の取崩し

　　　令和5年度において2,867千円、令和6年度において2,910千円を不納欠損処分とする

　　予定のため、貸倒引当金を令和5年度に2,867千円、令和6年度に2,910千円取り崩すこ

　　ととしている。

 (4)　修繕引当金に関する経過措置

　　　修繕引当金は、会計基準移行前の平成26年3月31日以前に引き当てられたものであ

　　り、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

  (5)　農業集落排水事業特別会計との統合

　　　　 令和6年度から、農業集落排水事業特別会計を公共下水道事業特別会計に統合すること　    令和6年度から、農業集落排水事業特別会計を公共下水道事業特別会計に統合すること

　　　としている。 　 としている。




